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目標値 １５年度

事業名 ○年度

該当なし

項目

該当なし

項目

地方財政措置

（課題等の状況）

土地開発公社の経営健全化の推進 担当部局名

○年度

目標年度

概　　　　要

▲3,900億円
（同）

全土地開発公社の平成15年度末５年以上保有土地（金額ベース）は対前年度比1.1%減で
あったが、経営健全化公社の平成15年度末５年以上保有土地（金額ベース）は、対前年度
比9.7%減であった。このことから、土地開発公社経営健全化対策は有効であり、引き続き、
公社経営健全化団体における経営健全化計画の円滑な実施が図られるよう要請する。

本施策に関する
課題等の状況

公共用地先行取得等事業債の弾力運用や特別交付税措置等の支援措置を講じている。

　(業務改善への取組状況）
該当なし

予算執行を主
とするもの

○年度

本施策に関する
専門家の意見等

本施策に関する
主な資料

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

構造改革特区の第４次提案に対する政府の対応方針（平成１６年２月２０日構造改革特別区域推進本部決定）、
地域再生推進のためのプログラム（平成１６年２月２７日地域再生本部決定）等を踏まえ、土地開発公社の経営
健全化の観点から土地開発公社の経営健全化のための措置の必要性について評価を行った。

「平成15年度土地開発公社事業実績調査結果概要」
（平成16年12月27日記者発表資料）
http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/041227_14.html

制度の企画･
運用を主とす
るもの

情報提供等を
主とするもの､
その他

予 制 情

施策名

上位政策との関
係(上位政策目標
への貢献）

主な指標の状況

土地開発公社は、地方公共団体に代わって土地の先行取得を行うこと等を目的としている。しかし、近年、地方
公共団体等の財政事情の変化や事業の見直し等によって保有期間が長くなった土地が累増し、金利負担が増
加する等、経営環境は厳しさを増している。
土地開発公社の経営健全化のためには、保有土地の処分や金利負担の軽減等が必要であり、特に地方公共団
体が要請して取得した土地について、設立団体による再取得の促進が重要である。
そこで、長期保有土地の処分の促進が、設立地方公共団体の策定した計画どおりに進展しているかを施策の進
行管理のための指標及び目標とする。

自治行政局
地域振興課

経営健全化公社が５年以上
保有する土地の簿価総額

▲6,500億円
（11年度末比） １７年度

概　　　　　　　　　　要

概　　　　　　　　　　要


